
「ヘキサアミン化合物」事件 

知財高裁平成２０年（行ケ）第１０４８３号事件（平成２１年１１月１１日判

決） 

 

＜キーワード＞ 

２９条の２ 

微差 

 

＜抜粋＞ 

審決は，本件補正によって実施例の化合物がクレームから除かれた結果，発

明の詳細な説明には，本願補正発明の化合物につき具体的に製造した旨の記載

はなく，その発光特性，発光の寿命，保存安定性について確認した旨の記載も

ないから，実施可能要件を満たさず，同様に，クレームの記載もサポート要件

を満たさないとして，本件補正を却下した。 

原告は上記の本件補正却下につき争っているところ，３６条４項１号，６項

１号所定の実施可能要件，サポート要件等の具備は，特許権の発生要件である

から，出願人が立証責任を負うというべきである。 

 

上記のとおり，本件補正の却下に誤りがないことを前提として，被告のいう

「先願発明」が先願明細書等に記載されていたか否かにつき検討することとす

る。 

なお，本来，「先願発明」が先願明細書等に記載されていたかのみを検討す

れば足りるのであるが，当事者双方が，化合物「No.II-10」が先願明細書等に

記載されていたか否かについても争っているため，この点につき，まず判断す

ることとする。 

 

いわゆる化学物質の発明は，新規で，有用，すなわち産業上利用できる化学

物質を提供することにその本質が存するから，その成立性が肯定されるために

は，化学物質そのものが確認され，製造できるだけでは足りず，その有用性が

明細書に開示されていることを必要とする。 

そして，化学物質の発明の成立のために必要な有用性があるというためには，

用途発明で必要とされるような用途についての厳密な有用性が証明されること

までは必要としないが，一般に化学物質の発明の有用性をその化学構造だけか

ら予測することは困難であり，試験してみなければ判明しないことは当業者の

広く認識しているところである。したがって，化学物質の発明の有用性を知る

には，実際に試験を行い，その試験結果から，当業者にその有用性が認識でき



ることを必要とする。 

なお，被告は，有機ＥＬ素子用化合物のような，単に化合物の物理化学的性

質を利用する技術分野の化合物については，医薬，農薬，バイオ関連技術のよ

うな特殊な技術分野の場合と異なり，当業者が容易に作ることができる上，そ

の有用性も推認できる可能性が高い旨主張する。しかし，このような「化学物

質の用途，分野によって，その製造可能性や有用性が推認できる程度が異なる」

旨の主張を前提としてもなお，本件で化学物質発明が問題となっている事実に

変わりはなく，当業者がその製造可能性及び（有機ＥＬ素子用化合物としての）

有用性を認識できる程度の開示が必要であることに変わりはない。 

 

そこで，本件について検討すると，化合物No.II-10 については，先願明細書

等の【請求項９】【化５】に一般式が記載されるとともに，【０１０４】【化

３７】に一般式が，【０１０５】【化３８】に具体的な構造が，それぞれ示さ

れている。そして，先願明細書等の【０２６３】ないし【０３４５】において，

化合物No.I-1，No.II-1，No.VII-1，No.X-10，No.X-3 を用いた実施例（ここに

は，上記各化合物の製造方法についても記載されている。なお，化合物No.X-10，

No.X-3 につき，具体的なデータの記載に乏しいとしても，実施例として記載さ

れていることは否定できない。）が記載され，【０３４６】【０３４７】にお

いて，これらの化合物が，「融点やガラス転移温度が高く，その蒸着等により

成膜される薄膜は，透明で室温以上でも安定なアモルファス状態を形成し，平

滑で良好な膜質を示す。従って，バインダー樹脂を用いることなく，それ自体

で薄膜化することができる。」「ムラのない均一な面発光が可能であり，高輝

度が長時間に渡って安定して得られ，耐久性・信頼性に優れる。」との効果が

記載されている。 

確かに，先願明細書等には，化合物No.II-10 それ自体の製造方法や，これを

用いた実施例の記載はないが，先願の化合物一般につきウルマン反応によって

得られることが記載されている（【０１７０】参照）上，前記の各公報記載の

事実からすれば，正孔輸送材料ないし電荷輸送材料として用いられる化合物の

製造方法としてウルマン反応を用いることは，本願出願当時，周知技術であっ

たというべきであって，化合物No.II-10 を製造する道筋は示されているといえ

る。また，同化合物の有機ＥＬ素子としての有用性についても，同化合物が，

その構造上，実施例とされた化合物No.II-1 と，相当程度類似していること（先

願明細書等に化合物No.II-10 の構造が具体的に記載されていることからすれ

ば，ここで求められる類似性は，後述の，２９条の２の適用が問題となる場合

とは自ずから異なるものである。）等からすれば，実施例の記載から，当業者

に同化合物の有用性が認識できるものといえ，同化合物を用いた具体的な実施



例の記載がないことは，上記結論に影響を及ぼすものではないというべきであ

る。 

 

他方で，「先願発明」の化合物については，先願明細書等の【化５】，【化

１６】で示された一般式に，抽象的には包含されるとしても，先願明細書等に

おいて，その構造につき具体的に記載されてはいない。 

そして，上記【化５】【化１６】に関しては，複数の化合物の組み合わせを

表現したものにすぎず，ある化合物が明細書等において開示されているという

ためには，たとえ表の中であっても，具体的な構造（「先願発明」の化合物に

関しては，メチル基を置換基として有する具体的構造）が特定して開示される

必要があるというべきである。 

なお，被告は，「同族列に所属する一連の化合物は，化学的性質が極めてよ

く似ていて，すべての化合物に共通の官能基に基づく同一の反応を示すから，

化合物No.II-10 と『先願発明』の化合物も実質的に同視できる」旨主張すると

ともに，特許公報（乙４，５）の記載により，上記主張を補強している。 

しかし，化学大辞典（乙３）において，同族列として脂肪族飽和炭化水素の

メタン，エタンや，芳香族炭化水素のベンゼン，トルエン，飽和脂肪酸のギ酸，

酢酸などを例示しているが，これらの分子量の小さな化合物相互の関係と，本

件での化合物No.II-10 と「先願発明」化合物のような分子量の大きな化合物相

互の関係について，同一に扱ってよいかは不明というべきである。 

また，乙４，５で開示された，それぞれ同族列の関係にある各化合物の化学

的性質（有機ＥＬ素子としての性質を含む。）が類似していることが認められ

るが，これが直ちに，化合物No.II-10 と「先願発明」化合物の関係にも適用で

きるか明らかではない上，２９条２項の進歩性を判断する場合であれば格別，

同法２９条の２第１項により先願発明との同一性を判断するに当たっては，化

合物双方が同族列の関係にあることをもって，一方の化合物の記載により他方

の化合物が「記載されているに等しい」と解するのは相当ではない（前述のと

おり，一般に化学物質発明の有用性をその化学構造だけから予測することは困

難であり，試験してみなければ判明しないことは当業者の広く認識するところ

であるからである。）。 

 

前述のとおり，２９条の２第１項による先願発明との同一性の判断は，同法

２９条２項の進歩性の判断とは異なるから，上記のような「公知技術」を安易

に参酌して先願明細書等の記載を補充するのは相当ではなく，メチル基の有無

を捨象して化合物No.II-10 と「先願発明」化合物を同視し，「先願発明」化合

物が先願明細書等に実質的に記載されていたとみることは相当ではない。 


